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１ 【新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の訂正報告書の提出理由】 

2020年３月２日付をもって提出した新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の記載事項のうち、「第一部 

企業情報 第２ 事業の状況 ２ 事業等のリスク」の記載内容の一部を訂正するため、新規上場申請のための有価

証券報告書（Ⅰの部）の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 …………………………………………………………………………………………………………  1 

 第２ 事業の状況  ………………………………………………………………………………………………………  1 

   ２ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………  1 

 

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  罫で示してあります。  
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第一部【企業情報】 

 

第２ 【事業の状況】 

 

２ 【事業等のリスク】 

(4）海外の事業活動について 

(訂正前) 

現在、当社グループは、販売の大半を海外市場に依存しておりますが、工業用ミシンを使用する縫製産業は、労働

集約型産業の典型であることから、賃金水準の低い国・地域がその主要な生産地となっており、各国の縫製産業に対

する政策の違いや物流面の条件などにより、生産拠点が特定の国・地域に集中する傾向も見られます。当社グループ

の販売先であるこのような国々の中には政治的、地政学的、経済的に不安定な国もあり、労働争議、テロ、戦争、内

戦、通貨危機、感染症、地震等の自然災害などによっては、為替取引の凍結、債務不履行、投資資産の接収などによ

り、事業継続や海外拠点経営が困難になる可能性があります。 

更に、各国の繊維製品の輸出入に関する規制の強化、あるいは急激な規制緩和が実施されることにより、工業用ミ

シン市場の需給関係が崩れ、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、移転価格税制等をはじめとする規制・税制等の変更のような、予測できない事態の発生により、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

尚、中国湖北省武漢市を中心に発生している新型コロナウィルス感染症の影響により、当社グループ主力製品の血

圧計腕帯に関して、仕入先及び販売先等に中国拠点があることから、今後の経過によっては、当社グループの事業活

動及び収益確保に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(訂正後) 

現在、当社グループは、販売の大半を海外市場に依存しておりますが、工業用ミシンを使用する縫製産業は、労働

集約型産業の典型であることから、賃金水準の低い国・地域がその主要な生産地となっており、各国の縫製産業に対

する政策の違いや物流面の条件などにより、生産拠点が特定の国・地域に集中する傾向も見られます。当社グループ

の販売先であるこのような国々の中には政治的、地政学的、経済的に不安定な国もあり、労働争議、テロ、戦争、内

戦、通貨危機、感染症、地震等の自然災害などによっては、為替取引の凍結、債務不履行、投資資産の接収などによ

り、事業継続や海外拠点経営が困難になる可能性があります。 

更に、各国の繊維製品の輸出入に関する規制の強化、あるいは急激な規制緩和が実施されることにより、工業用ミ

シン市場の需給関係が崩れ、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、移転価格税制等をはじめとする規制・税制等の変更のような、予測できない事態の発生により、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

尚、現在、中国湖北省武漢市を発端として新型コロナウィルス感染症の影響が世界各国へ拡大しております。当社

グループの主力製品である血圧計腕帯については、主要な仕入先、協力会社及び販売先の一部について拠点が中国に

あります。有価証券届出書の訂正届出書提出日（2020年３月17日）現在においては重要な影響を与える事象は発生し

ていないと認識しておりますが、今後の経過によって当該感染症の影響が長期化かつ深刻化する様相となった場合、

サプライチェーン及び販売先における生産活動の停滞等により、当社グループの事業活動及び収益確保に重大な影響

を及ぼす可能性があります。 
 


